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要旨：

本研究の目的は、自殺対策基本法および過労死等防止対策推進法の関連施策の立案・実施に資することをめざ

し、（１）メンタルヘルスと仕事に関する国際的な関連施策の動向、（２）自殺企図・精神障害に関する労災事案の

特性と（３）職場のメンタルヘルスと精神科医療との連動性の特徴を明らかにした上で、（４）労働領域とも連動す

る精神保健医療福祉領域での自殺予防の施策の在り方を整理することである。【研究方法】（１）国際機関における

出版物や関係者に対する聞き取りでは、国際機関の中でもメンタルヘルスと仕事に関して多様で長年の取り組みが

なされていた Organization for Economic Co-operation and Development (OECD)での動向を集約した。（２）先行研究や

公表資料から、労災事案（2016年度の 758例および 2010年からの 5年間の精神障害・自殺企図事案 2000例）の特徴

をまとめた。（３）職場のメンタルヘルスと精神科医療との連動性に関する調査の実施と回答のあった 87病院からの

データの分析を行った。（４）以上の結果を踏まえて、労働領域と精神保健医療福祉領域での自殺予防に関する施策

をまとめ、今後の政策の方向性を検討した。【結果】（１）OECD では、2000 年に報告書「職場のメンタルヘルス

（障害と雇用に関する OECD 諸国の政策展開）」を公表して以来、複数の報告書がまとめられてきた。メンタルヘル

スは社会的負担が重いこと、またメンタルヘルスの改善がこの負担の軽減につながる可能性があるという近年のコ

ンセンサスに呼応し、OECD は障害者施策に特化した観点から、経済成長への投資という観点に文脈を変更した。

OECDは、加盟国および非加盟国に、次を推奨している。①メンタルヘルスシステム自体の改善、②高等教育から労

働市場への切れ目のない移行を通じた教育アウトカムの改善、③職場のメンタルヘルス増進と復職政策の開発・実

施、および④社会保障制度と雇用サービスとの連動性の向上である。（２）2018 年 6 月に成立した法律による時間外

労働の上限規制により、脳・心臓疾患による労災認定数が減少する可能性がある一方、精神障害（自殺企図を含

む）では、長時間労働の発症リスクは脳・心臓疾患ほどは明確とはいえなかった。労災認定例における精神医学的

診断では、気分障害に加えて女性においては心的外傷後ストレス障害や適応障害の割合が高かった。（３）精神病床

を有する病院への「職場のメンタルヘルス」に関する調査では、回収率が極めて低かった。「ストレスケア専門の入

院機能」を有する病院では、復職支援プログラムなどに取り組む割合が高かった。（４）労働領域と精神保健医療福

祉領域での自殺予防に関する施策をまとめると、労働領域では、[a-1] 働き方改革と長時間労働対策、[a-2] 過労死を

含む労災認定制度、[a-3] ストレスチェック制度、[a-4] 健康経営、および [a-5] 障害者雇用に整理できた。精神保健医

療福祉領域では、[b-1] うつ・睡眠対策、[b-2] 病気の治療と仕事の両立支援、[b-3] 精神科医療との連携強化、および

[b-4] リワーク支援に分類できた。労働領域に関連する施策（a-1/3/5, b-2）については、事業場規模（労働者数）で基

準が異なっていた。自殺未遂者等支援拠点医療機関は、主に医療連携（b-3）のみに関係していた。適切な支援の継

続を促す施策が求められており、自殺未遂者等支援拠点医療機関は、地域における保健・福祉、そして事業場・自

治体関連組織との連携を強化する機能が必要と考えられた。【まとめ】本研究結果は、過労自殺防止対策の推進に

は、精神保健医療福祉サービスとの連動性の向上が必要であることを示唆していた。職場におけるメンタルヘルス

領域では長時間労働以外の要因が影響すること、
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1.研究目的

平成 18 年に成立した自殺対策基本法に基づく「自殺総合対策大綱」が平成 29 年 7 月に改定され、勤

務問題による自殺対策の更なる推進が追加された。また平成 26 年に成立した過労死等防止対策推進法

に基づく「過労死等の防止のための対策に関する大綱」においても過重労働による自殺が課題として

認識されている。自殺総合対策大綱の「自殺総合対策における当面の重点施策」には、「適切な精神保

健医療福祉サービスを受けられるようにする」、すなわち精神科医療、保健、福祉等の連動性の向上や

専門職の配置を検討することが位置付けられている。

本研究の目的は、自殺対策基本法および過労死等防止対策推進法の関連施策の立案・実施に資する

ことをめざし、（１）メンタルヘルスと仕事に関する国際的な関連施策の動向、（２）自殺企図・精神

障害に関する労災事案の特性と（３）職場のメンタルヘルスと精神科医療との連動性の特徴を明らか

にした上で、（４）労働領域とも連動する精神保健医療福祉領域での自殺予防の施策の在り方を整理す

ることである。

2.研究方法

（１）メンタルヘルスと仕事に関する国際的な関連施策の動向

対象は国際機関における出版物や関係者に対する聞き取りである。対象は国連組織や多国間組織で

あり、報告書や聞き取り調査を実施した。World Health Organization (WHO)や International Labor 

Organization (ILO）等の国連機関、および Organization for Economic Co-operation and Development (OECD)

での取り組みを調査した。本発表では、検討が進んでいた OECD での状況を報告する。 

（２）自殺企図・精神障害に関する労災事案の特性

労働災害における自殺・精神障害の事案の分析を行う。対象は、厚生労働省が公表している「精神

障害に関する事案の労災補償状況」の報告および先行研究の資料である。先行研究は 2016 年度の 758

例および 2010年からの 5年間の精神障害・自殺企図事案 2000例の分析である【P引用】。精神障害・自

殺の労災認定において、労働時間やそれ以外の特性について分析を行う。

（３）職場のメンタルヘルスと精神科医療との連動性の特徴

精神科病床を有する病院への郵送調査により、職場のメンタルヘルスと精神科医療との連動性の特

徴の分析を行う。対象は、公表資料から把握できた精神科病床を有する 1667 病院である。調査内容は、

（１）病院概要、（２）「うつ病や不安障害などの精神障害」への復職・就労支援、（３）重度精神障害

への就労支援、および（４）産業医・事業所との連携から構成されている。

（４）労働領域とも連動する精神保健医療福祉領域での自殺予防の施策の在り方

労働領域と精神保健医療福祉領域における自殺予防・メンタルヘルス対策に関連する施策を抽出し

た。また、国内外の有識者と意見交換を行い、施策ごとの関連を整理した。

気分障害・心的外傷後ストレス障害・適応障害への対策が必要であることが示されていた。ただし、労働政策と精

神保健医療福祉施策は異なる領域であるため、各施策の横断的な統合には課題も多い。保健医療福祉政策の対象者

はすべての住民である一方、労働施策の対象者は事業場の労働者数により異なるという制度的違いは、切れ目のな

い自殺予防を進める上で意識すべき課題である。勤労者を含む地域の自殺未遂者等支援のためには、制度的な特性

の障壁を乗り越えた保健・医療・福祉・雇用サービスの統合を目指すことが求められる。
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倫理面への配慮 

郵送調査など、所属する倫理委員会での審査が必要な研究は、承認を得た上で実施するとともに、

すべての研究において倫理面に十分に配慮しながら実施した。

3. 研究結果

（１）メンタルヘルスと仕事に関する国際的な関連施策の動向

メンタルヘルスと仕事に関しては、Organization for Economic Co-operation and Development (OECD)

で、多様で長年の取り組みがなされていた。2000 年に報告書「職場のメンタルヘルス（障害と雇用に

関する OECD 諸国の政策展開）」を公表して以来、複数の報告書がまとめられてきた。「世界の障害者

政策」（2003）、「病気と障害と仕事」（2010）、「メンタルヘルスと仕事：誤解と真実」（2012）は、

OECD での初期の取り組みに関する報告書である。メンタルヘルスは社会的負担が重いこと、またメ

ンタルヘルスの改善がこの負担の軽減につながる可能性があるという近年のコンセンサスに呼応し、

OECD は、障害者施策に特化した観点から、経済成長への投資という観点に文脈を変更した。「メンタ

ルヘルスを考慮する」（2014）、メンタルヘルスと仕事に関するハイレベルフォーラム（2015）、「ここ

ろをフィットさせ、仕事をフィットさせる」（2015）は、この文脈による報告書である。OECD は、加

盟国および非加盟国に、次を推奨している 1)。すなわち、①メンタルヘルスシステム自体の改善、②高

等教育から労働市場への切れ目のない移行を通じた教育アウトカムの改善、③職場のメンタルヘルス

増進と復職政策の開発・実施、および④社会保障制度と雇用サービスとの連動性の向上である。

 この報告書では、支援のための政策の「時期」、「方法」、「支援者」についての現実的な考察がなさ

れていた。

 「時期」：政策は、予防、早期特定、早期措置に重点を置くべきである。メンタルヘルス不調の特

定は非常に遅れることが多く、無職の状態が数年間続くと、サポートや介入は効果がなくなるた

めである。

 「方法」：さまざまな機関、特に保健医療分野と雇用の分野での支援は、各分野の支援目的のため

に個別的に運営されることが多いという課題がある。分野個別的ではなく、一元化した支援に統

合すべきである。

 「支援者」：必要とする本人が、多様な場で最初にコンタクトをとる立場の者を活用・強化する。

具体例として、教員、職場での管理職、かかりつけ医、雇用カウンセラーなどの最前線の関係者

がある。

（２）自殺企図・精神障害に関する労災事案の特性

厚生労働省からの脳・心臓疾患および精神障害の労災補償状況の報告 2)によると、2018年度の労災支

給決定件数は、脳・心臓疾患が 238（死亡 82）件で、精神障害（自殺企図を含む）は 465（自殺企図 76）

件であった（図１）。時間外労働時間別でみると脳・心臓疾患の 87.4%は月 80 時間以上であった。 

一方、精神障害（自殺企図を含む）で月 80 時間以上の時間外労働の割合は 38.1%であった。2017 年度

（2016 年度）の同様の割合は、脳・心臓疾患事案では 93.3% (90.0%)、精神障害事案では 36.4% (36.3%)

であった。なお、図 1の精神障害における「特定不能／不明」は、出来事による心理的負荷が極度であ

ると認められる場合など、労働時間を調査するまでもなく明らかに業務上と判断した事案から構成さ

れている。
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労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所の分析 3)によると、先行研究の結果を図 2 に示す通り、

精神障害（自殺企図を含む）における精神医学的診断の特徴は男女で異なり、男性では気分（感情）

障害が 820例（59.7%）と最も高い割合であった。一方女性では、気分（感情）障害の 169例（27.0%）

に加え、心的外傷後ストレス障害が 163 例（26.0%）および適応障害の 129 例（20.6%）と分かれた。 

（３）職場のメンタルヘルスと精神科医療との連動性の特徴

送付した病院のうち、120病院から返送された（返送率 7.2%）。そのうち 33病院は回答への拒否であ

り、有効回答（回答率）は 87 病院（5.2%）であった。 

回答のあった 87 病院の有する精神病床数は、50 床以下が 11 病院、51～100 床が 9 病院、101～150 床

が 8 病院、151～200 床が 18 病院、201～250 床が 12 病院、251～300 床が 10 病院、300 床以上が 11 病院

であった（未記入 8 病院）。また、ストレスケア専門の入院機能を有している病院は 11 病院（病棟単位

6、病室・病床単位 4、無回答 1）であった。 
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 全体の回収率は低いものの、ストレスケア専門の入院機能を有する病院が多いことから、この入院

機能を有する病院とそうでない病院との比較を行った。ストレスケア専門の入院機能を有する病院で

は、それ以外の病院と比較して、デイケア機能を有し、企業との組織的な契約を行い、復職支援プロ

グラム（認知行動療法・問題解決療法）を提供している割合が有意に高かった。

（４）労働領域とも連動する精神保健医療福祉領域での自殺予防の施策の在り方

 労働政策および精神保健医療福祉政策における勤労者支援に関連する主な施策は、それぞれ次の通

りであった。

１）労働政策

①働き方改革と長時間労働

長時間労働は、日本や一部のアジア諸国で見られる特異的な現象で、日本では奈良時代の木簡にも

長時間労働の記録があった。また長時間労働の結果と考えられている過労死は、“KAROSHI”として

Oxford dictionary に 2002 年から収載されている。2018 年 6 月に働き方関連法が成立し、残業時間の上限

規制が、大企業では 2019 年度から始まり、中小企業でも 2020 年度から開始される 4)。医師に対する時

間外労働規制は 2024 年度に適用される予定である。 

②過労死と労災認定制度のこれまでの動向

「過労死」とは、上畑が 1978 年に 17 事例を報告したときに始めて用いられた言葉で、働き過ぎによ

り死に至る事象とされている。脳・心臓疾患の認定基準（1961 年通達）は、1987 年に大幅に改定され

ることになる。精神障害は 1999 年に判断指針が策定された上で、2011 年に「心理的負荷による精神障

害の認定基準」が正式に定められた。以上の経緯も関係し、2000 年以降に労災認定数は増加、改めて

社会問題化して 2014 年には「過労死等防止対策推進法」が公布・施行されている 5)。本法律における

過労死等の定義は、簡略化すると「業務における過重な負荷による脳血管疾患・心臓疾患またはそれ

らを原因とする死亡」もしくは「業務における強い心理的負荷による精神障害またはそれを原因とす

る自殺による死亡」である。なお、自殺については、自殺未遂も含まれる。

③ストレスチェック制度

2015年 12月から、労働者数 50人以上の事業場では、労働者にストレスチェック（心理的な負担の程

度を把握する検査）の実施が義務化された 6)。このストレスチェック制度では、（１）労働者本人への

フィードバックとその後のフォローアップ体制の構築を義務付け、（２）集団分析を活用した職場環境

改善を努力義務として求めている。ストレスチェックの結果は労働者本人にのみ通知して、専門家に

よる面接指導や必要な場合の就業上の措置は、希望者のみに提供するという、プライバシーを配慮し

た体制が必要である。職場のメンタルヘルス対策を促す国際的にもユニークな制度である。

④健康経営

近年、労働者の健康を高める企業の積極的な取り組みが、評価の対象とされ、企業価値を高める取

り組みとしても注目されている。ある企業では、フレックス制を導入して、早朝出勤を促し、朝食を

無料提供している。その結果、職場での活気が感じられるようになり、残業が減り、生産性も向上し

ているとのことである。労働者等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する「健康経営」

という概念が示され、2016 年には経済産業省が「健康経営優良法人認定制度」を創設している。 

⑤障害者雇用

組織では、雇用している労働者の一定割合（一般的に 2.2%）は、障害を有する労働者であることが

求められている。1976 年に身体障害者の障害者雇用が義務化され、1998 年に知的障害者が法定化され、
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2018 年に精神障害者が含まれることになった。2018 年に全国で 53.4 万人の障害者が雇用されており、

身体障害者が 64%、知的障害者は 23％、精神障害者は 13%を占めていた。全体の雇用者数は前年と比

べて 7.9%増であった。身体障害者は対前年比 3.8％増、知的障害者は同 7.9％増、精神障害者は同 34.7

％増と、精神障害者の伸び率が大きかった。雇用率未達成企業（常用労働者１00 人超）から納付金を

徴収し、雇用率達成企業などに対して調整金、報奨金を支給するとともに、各種の助成金を支給する

制度がある（障害者雇用納付金制度）。また、親会社の実雇用率に算入できる、障害者の雇用に特別の

配慮をした子会社の仕組み（特例子会社）が 2002 年から可能となった。2018 年に 486 社あり、雇用さ

れている障害者の数は 3.2 万人であった。 

２）精神保健医療福祉政策の動向

①うつ対策の進展

「うつ（depression）」（うつ病とうつ状態）の社会的負担に関する研究では、約 3分 2は職場に関連す

るコストであるとの推計がなされている 7,8)。うつは関する支援は国際的にも研究の蓄積があり、2010

年頃から支援の基本的なフレームワークが示されている。何かのきっかけにより、本人が落ち込んだ

場合、多くは自ら、もしくは家族の励ましによって、場合によっては医療者のちょっとした声掛けで、

立ち直っていく。一部は、性格的な背景も影響して、適応に困難を感じる。ごく一部は、声掛けにも

かかわらず、2 週間以上深刻な状態が続く場合があり、診断面接によってその多くは「うつ病」の疑い

が認められ、治療が試みられることになる。このように治療・支援の強度を段階的に高めていく支援

方針は、うつ病だけでなく、メンタルヘルス問題を感じている労働者にも現実的な支援方法として参

考になるであろう。

②病気の治療と仕事の両立支援

うつなどのメンタルヘルス問題は、がん、脳卒中・心臓病、糖尿病などの身体疾患に伴い、また治

療の副作用として出現する場合がある。病気の治療と仕事の両立を支援することにより、メンタルヘ

ルス問題と上手に付き合う方法を見いだせるかもしれない。2017 年の「働き方改革実行計画」では、

病気の治療と仕事の両立の重要性が述べられ、厚生労働省では、がんや脳卒中・心臓病になっても仕

事が続けられるように、個別的な支援を関係者に推奨している。

③精神科医療との連携強化

医療が必要なメンタルヘルス問題を、早期に発見して専門家につなげる取り組みは、かかりつけ医

教育から始まり、自殺企図者が搬送された救命救急センターへと拡張されている。主に医療機関が受

け取る診療報酬で新設されてきた。2008 年にかかりつけ医がうつ病とうの患者を精神科医連へ紹介す

ることに対する加算が、2012 年には救命救急センターへ搬送された自殺企図者への精神科医による診

断・治療と退院後の精神科医療機関への紹介に対する加算が新設されている。

④リワーク支援

精神科医療の枠組みでは、メンタルヘルス問題で休職した職員に対する復職支援がデイケアサービ

スの一環でなされている。また、入院医療が必要な場合の専門的なストレスケア病棟を有する病院も

ある。精神科医療施設の中には、障害者雇用施策のひとつである就労継続支援（A 型・B 型）を活用し

て、就労支援サービスを提供している。

4. 考察

（１）メンタルヘルスに関連する問題の大きさ

我が国における精神疾患の疾病負担に関する研究は、自殺領域（金子ら, 2011）を皮切りに報告されて
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きた（表 1）。過労自殺に特に関連する領域として、金子ら（自殺・うつ病）は年間 2.7 兆円という疾

病負担を推計している。またうつ病に関する研究では、年間 1.3 兆円（Okumura & Higuchi）から 2.0 兆

円（Sado et al）と推計されている。 

全負担に占める医療費などの直接費用の割合は、2%（不安障害, Sado et al., 2013）から 28%（統合失

調症, Sado et al., 2013）で、中央値は 13.5%と、疾病負担の 1～3 割であった。精神疾患の主な疾病負担

は直接費用ではなく、間接費用であることが明確である。

職場における疾病負担については、Okumura & Higuchi (2011)がまとめていた。その概要は、図 3 の

通りである。欠勤によるコスト（absenteeism）が 51%と疾病負担の半数を占め、出勤によるコスト

（presenteeism）の 12%を加えると職場での負担が全疾病負担の 60%以上を占めていた。過労自殺の前

段階で職場でのメンタルヘルス問題がある可能性は高く、職場での取り組みは、職場での負担を減ら

すだけではなく、過労自殺の低減につながる可能性が高い。

表１．精神疾患の年間の疾病負担推計研究

研究者（発表年） 対象（精神疾患等） 推計基準年 総額（兆円）

金子ら（2011） 自殺・うつ病 2009 2.7

横山ら (2011) 精神疾患 2010 11.20

Okumura & Higuchi (2011) うつ病 2008 1.3

Sado ら (2011) うつ病 2005 2.0

Sado ら (2013) 統合失調症 2008 2.8

Sado ら (2013) 不安障害 2008 2.4

石黒ら (2014) 統合失調症 2008 1.6

佐渡ら（2015） 認知症
2014 14.5

2060 24.3
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（２）労災事案の特性から示唆されること

労災事案の特性を長時間労働という観点から分析し、脳・心臓疾患の労災事案の87%が長時間労働と

関連していた。国際的にも長時間労働が循環器病の発症リスクが高まることはメタ解析レベルで確認

されている（図 4）。時間外労働の上限規制により、脳・心臓疾患による労災認定数が減少する可能性

がある。

 一方、精神障害（自殺企図を含む）では、長時間労働の発症リスクは先行研究において脳・心臓疾

患ほど明確ではなかった。また労災事案における精神医学的診断では、気分障害、加えて女性におい

ては心的外傷後ストレス障害や適応障害の割合が高かった。これらの特性に応じた支援が必要と考え

られる。

（３）職場のメンタルヘルスと精神科医療との連動性の特徴

 精神病床を有する病院への「職場のメンタルヘルス」に関する調査では、回収率が極めて低く、精

神科入院医療施設側のこの領域への関心が高くないことがうかがえる。その中では、「ストレスケア専

門の入院機能」を有する病院では、復職支援プログラムなどに取り組む割合が高く、これらの病院等

と産業保健との連携を深めることは最初のステップとして意義がある可能性が高いことを示していた。

また、精神病床の有無に限定せず、一般病院の救急部門に搬送された自殺企図者に対して、専門家と

のリエゾン・コンサルテーションを受けつつ、救急部門の中で初期ケアを提供することは、実現可能

性・均てん化の観点から、重要なプログラムであると考えられる。さらに、異なる領域のサービスの

連動性を高めるとする OECD の政策提言にもあるように、労働領域の支援や地域での支援に、紹介し

その後も継続的に状況を把握する仕組みも必要であると考えられた。2016 年 4 月、世界銀行、世界保

健機関、APEC のハイレベル会議が行われ、開発援助におけるメンタルヘルスへの投資は、投資額の 2

～3 倍のリターンがあるというメッセージが発信されている 14)。 
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（４）労働領域と連動する精神保健医療福祉領域での自殺予防の施策の在り方

 労働政策と保健医療福祉政策は、異なる制度であるため、その統合には課題もあることが明らかに

なった。第１に、考え方やプログラムが各制度によって異なり、統合して切れ目なく活用するという

考え方が浸透しているとはいえない。第２に、保健医療福祉政策の対象者は、すべての住民であるが、

労働政策の対象は、一定の規模以上の事業場にのみ義務が課されている。これらの課題を意識し、ひ

とつひとつ、粘り強く改善を進めていく必要がある。

5.政策提案・提言

本研究結果は、メンタルヘルスと仕事の領域では長時間労働以外の要因が影響すること、気分障害

・心的外傷後ストレス障害・適応障害への対策が必要であること、職場がストレスケア専門の入院機

能を有する病院等との連携を深めることは有意義であることを示している。産業保健と精神科医療と

の連動性を高める施策が求められる。

本研究結果は、メンタルヘルスと仕事に関するこれらの取り組みが、労働関連自殺の予防という観

点からも重要な要素であることを示していた。職場のメンタルヘルス制度（および願わくば教育制度）

とメンタルヘルスケアに関連する社会保障制度の改善と統合が必要である。そのためには、労働施策

と精神保健医療福祉施策ごとで存在する多様な支援制度を、横断的・統合的に組み合わせ、ネガティ

ブアウトカムを防止することが求められる。働く人へのアプローチは、（１）制度や文化的アプローチ

（時間外労働規制・障害者雇用）、（２）組織・職場でのアプローチ（ストレスチェック制度と健康経

営）、そして（３）個人への啓発や対処へのアプローチ（うつ対策・両立支援・連携・リワーク）で整

理すると理解しやすい（図 5 参照）。これらの３つの特性がマイナスに影響しあった結果は、自殺など

のネガティブなアウトカムにつながる。３つのレベルで予防的な取り組みが奏功すれば、ネガティブ

アウトカムを未然に予防することにより、個人・職場・社会の負担軽減につながる。

勤労者を含む地域の自殺未遂者等支援のための保健医療福祉サービスの充実は、国際的にも関心の

高い領域である。わが国での先進的な取り組み事例が蓄積され、国内外の自殺予防につながることを

願う。
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